
                              （介 56）                                                 

                                                         平成 30 年 7 月 11 日 

 

都道府県医師会 介護保険担当理事  殿  

 

日本医師会常任理事 

      江 澤 和 彦 

 
 

高齢者、障害者等の災害時要配慮者への緊急的対応及び職員の応援確保について 

  

 

平成 30年台風第 7号及び前線等による豪雨被害に伴い、厚生労働省より、避難生活が必要

になった高齢者、障害者、子ども等の災害時要配慮者については、市町村とも連携の上、緊

急的措置として社会福祉施設等（介護老人福祉施設を含む。）への受け入れを行っても差し

支えない旨の事務連絡が発出されましたのでご連絡申し上げます。 

また、厚生労働省より各都道府県、指定都市、中核市に対しましては、被災地域における

社会福祉施設等の入所者へのサービス提供の維持及び避難者への適切な対応を確保するた

め、職員の確保が困難な施設がある場合には、法人間の連携や、都道府県における社会福祉

施設等関係団体への協力要請などを通じて、他施設からの職員の応援が確保されるよう必要

な対応を依頼されておりますので、併せて情報提供申し上げます。 

つきましては、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、郡市区医師会及び会員へ

ご周知賜りたく、よろしくお願い申し上げます。 

 
 
 
 

（添付資料） 

・高齢者、障害者等の災害時要配慮者への緊急的対応及び職員の応援確保について 

（平 30.7.7 事務連絡 厚生労働省子ども家庭局子育て支援課、社会・援護局福祉基盤課、障害保

健福祉部障害福祉課、老健局総務課） 
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高齢者、障害者等の災害時要配慮者への緊急的対応及び職員の応援確保について

１． 平成３０年台風第７号及び前線等による豪雨被害に伴い、避難生活が必要となった高

齢者、 障害者、 子ども等の災害時要配慮者については、 市町村とも連携の上、 緊急的措

置として社会福祉施設等（介護老人保健施設を含む。）への受入れを行って差し支えあ

りませんので、 避難者の積極的な受入れを行うとともに、 避難者の対応に万全を期して

いただきますようお願いいたします。

２．被災地域における社会福祉施設等の入所者へのサービス提供の維持及び避難者への適

切な対応を確保するため、職員の確保が困難な施設がある場合には、法人間の連携や、

都道府県における社会福祉施設等関係団体への協力要請などを通じて、他施設からの職

員の応援が確保されるよう、 必要な対応をお願いいたします。

　

また、 従来より、 災害福祉支援ネットワークの整備の推進をお願いしているところで

すが、 当該ネットワークも有効に活用した取組をお願いいたします。

　

厚生労働省としても、 全国団体に対して必要な協力要請を行ってまいります。
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